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＜問題意識＞ 

  近年、日本企業の海外における事業活動の拡大に伴い、海外子会社の経営現地化が注

目を集めており、日本貿易促進機構や日中投資促進機構等、各調査機関の調査報告書か

らも関心度の高さがわかる。このような状況を踏まえ、中国進出日系企業において、現

地子会社の現地化を促す要因は何か、また、現地化によって業績は改善しているか、と

いう報告者の問題意識から、中国進出日系企業が現地化を促進させる要因ならびに現地

化による業績への影響を、先行研究ならびに実証研究を通じ、明らかにしたい。 

 

＜既存研究＞  

  国際経営における、多国籍企業の現地化に関連する概念や分析フレームワークとし

て、国際化の発展段階説(Dunning 1993)や I-R グリッド(Prahalad 1975; Doz 1976)、資

源移動の組織体としての視点(Fayerweather 1969）や CAGE フレームワーク

(Ghemawat 2001)、子会社の役割の変化(Birkinshaw 1997）やケイパビリティ論(Teece 

1997）等が挙げられる。これらの論点をまとめると、第一に、多国籍企業は対象とする

現地市場の拡大によって、親会社からの輸出によって提供していた財・サービスを、現

地市場への適応によって現地子会社の販売や現地生産にシフトし（国際化の発展段階

説、I-R グリッド）、第二に、現地市場の拡大により、海外子会社の戦略的役割は増加

し、自律性が求められる（子会社の役割変化やケイパビリティ論）。第三に、子会社の

戦略的役割の増加によって、現地市場での適切な意思決定が必要となるが、本社と子会

社との地理的、文化的な距離は、適切なコミュニケーションや意思決定の阻害要因とな

り（組織体としての視点、CAGE フレームワーク）、現地化が行われると整理できる。 

 また、日系多国籍企業の現地化に関して定量的な分析も行われている。Fukao ら

(2006)は、日系多国籍企業の海外現法の収益性の決定要因について、現地調達、現地販

売に着目し、中国、米国、EU、NIEs、ASEAN の 5 地域別で分析している。中国の日

系企業の収益性については、現地調達率の高さは収益性にプラスの効果をもたらすが、

現地販売率の高さは収益性にマイナスの効果であることを明らかにしている。また、大

木ら(2011)は、日系企業の本国中心主義は克服されているか、という問題意識から、本

国中心主義がどのような要因によってもたらされているかについて、海外派遣社員が多

い企業と少ない企業の間にどのような差があるかを通じ、分析した。日系企業の本国中
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心主義は決して弱まっておらず（業績も必ずしも落ちていない）、その要因は、海外子

会社に製品開発等複雑な機能が任されるような場合に、本国からの関与が強くなってい

る可能性を明らかにした。さらに、Ando(2014)は、日系子会社の現地化（現地人比率の

向上）が業績に与える効果について、制度的距離に注目し、先進国と途上国に分けて分

析している。第一に、子会社の現地化は業績にプラスの関係があり、第二に、現地化の

業績に対する効果は、制度的な距離が大きくなるにつれ、弱くなること、第三に先進国

では、現地化はプラスの効果、途上国ではマイナスの効果であることを明らかにした。 

これらの既存研究では、本問題意識である、中国進出日系企業における現地化を促す

要因や人の現地化による業績への影響について明らかにされていない。 

 

＜検討仮説＞ 

  既存研究や理論的背景を踏まえ、本報告では、検討仮説を以下の通り設定する。 

  仮説１ 親会社の海外売上比率が大きいほど、現地化（現地従業員比率）が進む。 

   仮説２ 現地子会社の現地国における事業年数が長いほど、現地化が進む。 

   仮説３ 現地子会社の売上高が大きいほど、現地化が進む。 

   仮説４ 現地化が進むことによって、現地子会社の業績は向上する。 

 

＜分析対象と方法＞ 

  中国に進出している日系現地法人企業を分析対象として、海外進出企業総覧および日

経 NEEDS の 2008 年版、2018 年版データを利用し、仮説１～３については OLS、仮

説４についてはオーダードロジットモデルにより、仮説検証を行う。 

 

＜分析結果＞ 

仮説１については、統計的に有意ではなかった。 

仮説２については、正の符号を示し、統計的に有意であった。 

仮説３については、正の符号を示し、統計的に有意であった。 

仮説 4については、子会社の事業年数、親会社の営業利益率は、正の符号を示し、統計 

的に有意であった。 

 

＜考察＞  

以上の分析結果から、中国進出日系企業における現地化を促す要因としては、現地子

会社の事業年数が長く、売上高が大きいほど、現地化が進むことが明らかとなった。現

地化する要因としては、一般的に、現地従業員の活用による現地情報の収集力向上、現

地従業員のキャリア開発（モチベーション・リテンション対策）、駐在員の労務費コス

トの削減などが挙げられるが、現地情報の収集力は時間の経過に応じて高まり、現地法

人の売上高を向上させるには現地従業員のモチベーションやリテンション等による人材
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活用が必要になることから、この結果は妥当であると考えられる。 

人の現地化による業績への影響については、親会社の営業利益率が高く、子会社の事

業年数が長い場合、子会社の業績は良くなる傾向があることが明らかとなった。 

その他に、統計的には有意な結果ではなかったが、日本人の駐在員数と現地子会社の

業績には正の相関があることが明らかとなった。この結果は、現地化が進むと業績に負

の影響をもたらすと解釈できる。一般的に、現地化しない要因は、親会社のコントロー

ル力確保、エージェンシー問題、暗黙知の移転、子会社での人材不足などが挙げられる

が、適切に現地化が行われないと、効果がマイナスになることを示していると考えられ

る。 
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